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Abstract

This study examines the development and implementation of Regional Collaboration Studies at Waseda 
University, focusing on the theoretical framework, educational programs, and the university’s role in regional 
contribution. In response to critical challenges posed by depopulation and aging in Japan’s rural and local 
communities, Waseda University launched an innovative entrance examination system in 2018, targeting students 
committed to regional engagement. This initiative aligns with the university’s broader mission to contribute to 
regional revitalization through interdisciplinary education and research.
The paper introduces the concept of Regional Collaboration Studies, defined as an interdisciplinary academic 
field that elucidates the nature, dynamics, and functions of regional collaboration, informed by diverse scholarly 
perspectives. The research highlights the establishment of structured educational programs, including lecture 
courses and practical fieldwork, to cultivate students equipped with theoretical knowledge and hands-on skills for 
addressing regional issues. Furthermore, it discusses the challenges in integrating theory and practice, fostering 
stakeholder cooperation, and ensuring sustainable program outcomes.
By analyzing Waseda’s case, the study underscores the pivotal role universities play in addressing regional 
challenges through knowledge dissemination, human resource development, and collaborative partnerships. This 
paper contributes to the discourse on higher education’s potential to drive sustainable regional development and 
proposes future directions for the evolution of Regional Collaboration Studies.
キーワード：地域連携，地域参画，持続的な地域発展，大学と地域の連携
Key Word：Regional Collaboration, Community Engagement, Sustainable Regional Development, University-
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1. はじめに
　わが国では 2008年をピークに人口減少が始まったが，
地方都市や農村部では，人口減少や少子高齢化がさらな
るスピードで進行し，一部では地域社会の維持が困難な
状況に陥っている。人口減少によって，経済活動の縮小
や地域サービスの質の低下が見られ，いわゆる「限界集
落」が増加するとともに，消滅が予測される集落は全国
で 3,198集落（約 5.0パーセント）となっている（総務
省地域力創造グループ過疎対策室，2020）。
　人々が地域を離れることで，コミュニティにおける社
会的なつながりが希薄化し，様々な集落機能が失われ，
地域アイデンティティが揺らいでいく。こうした状況は，
地域の魅力を低下させ，さらなる人口流出を招く悪循環

を生んでいる。
　また，人口減少と高齢化が進むことで，地域の防災体
制が弱体化し，災害に対する脆弱性が高まり，条件不利
地域における耕作放棄地や，適切に管理されない山林原
野などが増加することによって，経済的な停滞が地域の
インフラ整備を遅らせ，結果として災害時の被害が拡大
する可能性がある。
　これらの人口減少地域における諸問題は，単一の視点
から解決策を見出すことが難しく，しかも，地方自治
体だけでは十分な対応が難しいことから，大学や企業，
NPOなどとの連携がますます重要視されるようになっ
た。
　こうした状況において，早稲田大学では 2018年度か
ら「新思考入試（地域連携型）」を開始した。これは地
域で活躍する人材を募集する入試であり，地域連携人材
をその地域内ではなく，東京で育成することを意味して
いる。そして，学内における地域連携人材育成のための
カリキュラム整備が行われ，「地域連携学」や地域連携
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演習等の科目を開講することになった。ところがこの時
点で地域連携学は，学問体系として確立されておらず，
まずは早急に授業プログラムを作成することになる。
　このような必要性と背景のなか，2018年度から学内に
おいて筆者を研究代表者とする地域連携学確立のためプ
ロジェクトが始まり，2020年度からは，科研費研究「地
域連携学の構築とその教育プログラムの開発に関する研
究」（基盤研究 C）に採択されて，プロジェクトが拡大さ
れた。
　本稿では，同研究に基づき，早稲田大学における地域
連携学とその教育プログラム構築の取り組みとその成
果，さらに地域社会との協働における大学の役割や課題
について検討する。具体的には，地域連携学開講の背景，
地域連携学の理論的枠組み，大学の貢献の役割と地域連
携プログラムとしての課外活動，そして今後の課題と展
望について論じることとする。

2. 地域連携学開講の背景
2.1. 新思考入試とカリキュラムの作成
　早稲田大学は2018 年度から「新思考入試（地域連携型）」
を商学部，文学部，文化構想学部，人間科学部，スポー
ツ科学部の 5 学部で開始した。これは「グローバルな視
野と高い志を持って，社会的・文化的・学術的に地域へ
貢献する人材を育成・輩出することを目的」とするもの
で，要するに，卒業後に地域での貢献を志す学生を募集
する入学試験である。2019 年度から法学部も参加し，ま
た，2024年度からは「地域探究・貢献入試」と改称し，
商学部が離脱して，教育学部が参加している。入学試験
の形式は，9 月下旬に 1 次選考として課題レポートによ
る書類選考，10 月下旬に 2 次選考として総合試験，そし
て，3次選考として 1 月の大学入試共通テストという 3 

段階となっている。
　2018 年 5 月に，いわゆる「地方大学振興法」が成立し，
東京 23 区内の大学の定員増が原則 10 年間禁止されるこ
とになった。大学進学を機に地方から都市部，とくに，
東京圏への人口流出が顕著となっており，その対応とし
て，まず東京都内，とくに，23 区内の大学の定員を押さ
え込むことで，大学入学時における地方から東京圏への
人口流出を防ぐ趣旨があるとされる。
　大学には地域貢献・社会貢献の役割があり，そこには
人材育成も含まれているが，同入試は，地域の大学が地
元で人材育成をするのではなく，入学者の出身地域の活
性化に資する人材を東京 23区内の早稲田大学で育成し，
卒業後に地域に戻そうというものであり，同法の概念と
は対照的であるといってよい。 

　そして重要な点は，大学は同入試のために新たな学部
学科を新設したのではなく，既存の学部学科に入学した
学生を大学が地域連携人材として育成するということで
ある。したがって，この入試で入学した学生は当然，各
学部に所属してそこで専門教育を受けるが，それとは別
に，「地域連携に資する人材」となるための学びが必要
となり，そのためのカリキュラムを大学が作成する必要
に迫られた。
　これは，それまでの反省に立った措置でもある。それ
までの早稲田大学は良くも悪くも放任主義であり，卒業
後に地域に貢献したいと考える学生は，それぞれが所属
する学部で専門教育を受けつつ，各自が課外活動に参加
することで，実態的に地域について学んできた（図 1）。 

そして，これによって，経験値を上げて地域に貢献する
スキルを自分で身につけて卒業していった。つまり，地
域連携人材となるための大学からのサポートプログラム
は基本的になく，各自がそれぞれに努力してきたという
ことであり，しかも，学部での専門科目の学びと課外活
動が結びつかないことも少なからずあった。 

　それに対して，図 2は，同入試入学者のために用意し
たシステムの概念図である。ここで，座学の「地域連携学」
と複数の「地域連携演習科目」を新設し，さらに既存の
「リーダーシップ開発」「体験の言語化」などの「人間的
力量科目」と結びつけることで，地域連携を担う人材に
必要な基本的スキルを身につけてもらうようにした。ま
た，地域連携に関するワークショップやボランティア活
動によって参加学生が経験値を上げ，さらに，これらを
それぞれが所属する学部の専門教育と有機的に結びつけ
て，地域に貢献する人材として育成するという構図を描
いたのである。
　当初計画の地域連携演習は対象学年別の 4種類で構成
されている。1年次の基礎演習（2単位× 2科目）では，

図 1従来の地域貢献を志す学生の学び

図 2 新思考入試入学者の教育システム
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地域連携についての基礎的な事項を学び，さらに実践力
としてグループワークとプレゼンテーションの技術を磨
く。2年次には，地域連携を実践するために，事前の学
びと現地実習（フィールドワーク），事後レポートがセッ
トになった実践演習（2単位× 2科目）を用意した。
　さらに 3年次には，各自の地域連携の実践経験につい
てディスカッションするケースメソッド学習（2単位）と，
夏季や春季休業期間を想定したコミュニティ・インター
ンシップ（2単位），そして 4年次には集大成としてレポー
ト演習とプレゼンテーション演習（各 1単位）を設置した。
　これらの演習科目はそれぞれに地域連携の学びとして
有効であろうが，一般的に演習科目では知識の学びが少
なくなりがちである。そこで，地域連携に関する知識を
座学で整理しながら学ぶ「地域連携学」の授業を新設す
ることとなったということである。
　そして，これらの学びをパッケージとして大学が認定
するシステム「実践型教育プログラム」に地域連携実践
コースを新設した。実践型教育プログラムは，学問分野
にとらわれず，早稲田大学でしかできない経験や体験を
通じて，学んできた知識を実践の視点から捉え直すこと
で，新たな知識と自ら学ぶ意欲を生み出すことを目的と
しており，2017年度までに「ビジネス・クリエーション
コース」と「キャリアデザインコース」の 2つが設置さ
れていた。これらはコースごとの修了要件を満たすこと
で，大学が正式に修了を証明するものであり，多くの大
学で設置されている副専攻制度に似ているが，より実践
的であるという点が違っている。
　2018年度からここに「地域連携実践コース」を新設し
て，新思考入試入学者に修了をすすめることになった。
学生の努力に対して大学が修了認定という形で報いよう
というものである。この地域連携実践コースの修了要件
は，地域連携学 2単位を必修として，地域連携演習や前
記のリーダーシップ開発，体験の言語化が 4単位と，大
学が提供する課外活動への参加が 2単位相当（卒業単位
に参入されない）となっている。
　こうして，同入試入学者を主たる対象とした地域連携
学と地域連携演習の科目設置と実践型教育プログラム
（地域連携実践コース）の新設が決まり，その準備が進
められることになったのである。

2.2. 新思考入試の入学者について
　こうして初回の 2018年度入試が行われた。受験者は
43 都道府県から 323 名，合格者（入学者）は 8 名であっ
た。募集人数は各学部若干名ということで，大学として
も全学部合わせて 20から 30名の入学者を期待していた

が，これよりもかなり少ない数となった。これは1次選考，
2 次選考で通過者を絞りすぎたのと，2次選考の合格者
が 3次選考の大学入試共通テストで，得点を伸ばせなかっ
た結果である。
　なお，同じく 2018 年度より「新思考入試（北九州地
域連携型推薦入試）」（以下，北九州型）も新設された。
これは北九州地域の高等学校を対象とした指定校制推薦
入試で，基幹理工学部に最大 10 名程度を選考する入試
である。そしてこの入試制度で入学した学生は，3 年次
までを東京の西早稲田キャンパスで学び，4 年次から北
九州キャンパスの大学院情報生産システム研究科（IPS）
に移って，大学院まで研究活動をすることを前提として
いる。 

　つまり，北九州地域の高等学校に対する指定校制推薦
入試で，しかも，北九州キャンパス（IPS）に進学する
ことを前提としているのであるから，募集要項で明示さ
れてはいないものの，この入試による入学者も新思考入
試の入学者と同様に卒業後に出身地域に貢献することが
予想，期待されるため，前記の 1年次の基礎演習を一緒
に履修することになった。
　さて述べたように，この新思考入試の入学者は各学部
に入学して，その学部にて専門教育を受ける。したがっ
て，この場合の地域連携教育の立ち位置はどのようにな
るかというと，これらの入学者に対して，地域連携学，
地域連携演習の履修や実践型教育プログラムの修了を強
制できないということである。そのため，地域連携科目
の履修や実践型教育プログラムの修了を「強く推奨」と
せざるをえなかった。大学職員の努力によって，毎年，
同入学者全員が 1年生向けの地域連携演習の履修を登録
することができているが，それ以後は，各自の自主性に
委ねられている。
　この点については，同入試開始時だけでなく現在でも
学内で議論になっている。高校までの実績や成果を総合
的に評価した入試ではなく，地域連携人材を育成する入
試で入学したのに，そのための授業を全く履修しなくて
も，問題なく卒業できるというのは，おかしいのではな
いか，ということである。実際，大学の担当職員が，毎年，
同入学者とオンラインで面談をしており，筆者も 3年生
の進路面談のときには参加しているが，同入学者の多く
は地域連携に興味はあるものの，地域連携学を履修して
いないのが実態である。したがって，当然，カリキュラ
ムとして設置した 2，3，4年生向けの地域連携演習を履
修し，また，実践型教育プログラムを修了する同入学者
は少数派ということになる。図 3は実践型教育プログラ
ム（地域連携実践コース）の修了者数と同入試入学者の
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内訳である。同入学者の割合が小さかったものが近年は
大きくなりつつあることがわかる。

2.3. 地域連携学構築に向けた体制
　このような事情によって，複数の地域連携演習科目と
ともに，地域連携学を開講する必要性が生じることと
なったが，前記の通り，地域連携学は学問体系として確
立されているとは言いがたい状況にある。
　そこで，地域連携学を構築するための体制が必要とな
り，筆者が当時所属していた早稲田大学の大学総合研究
センターに筆者が研究代表者となってプロジェクトを立
ち上げた。このプロジェクトのメンバーについては，当
然かもしれないが，地域連携を専門分野とする教員を学
内で見つけることができなかったため，地域連携の実践
（指導）経験を持つ教員や，広い意味での地域連携に関
する研究業績を持つ教員にメンバーになることを依頼す
ることとなった。
　こうして，メンバーは，もともと農業経済学を専門分
野としていた筆者のほか，まちづくり・地域計画，法律（民
法），健康科学の 4名となり，ここに博士の学位をもつ
大学総合研究センターの管理職が加わった。さらに，大
学の規定によって，プロジェクトのメンバーは学内の教
員に限定されていたが，特に希望して他大学の教育学の
教員に加わってもらい，6名で出発することになったの
である。
　その後，2020年度からは上記の通り，筆者を研究代表
者として科研費に採択された。4名による共同研究であ
り，筆者，プロジェクトメンバー 2名のほかに，地域金
融の専門家によって構成されていた。そこで，以後は，
プロジェクトと科研費の共催で研究会が開催されること
になり，地域連携を担当する大学職員も参加することに
なり，地域連携学とそのプログラム構築の体制が整うこ
ととなった。

3. プログラム構築における理論的枠組みの
検討

3.1. 地域連携の諸形態
　「地域連携」という言葉について確認すると，まず「地
域」という語については，関連する諸学問分野で一通り
検討されており，概ね「意味のある地理的な範囲・領域」
と定義されている。ただし，特に地域連携においては，
この「範囲・領域」としての「地域」だけでなく，下記
➁と➂にあたる「主体」としての「地域」もある。
　また，日本語の「れんけい」は，「連携」「連係」「連
係」の 3種類があるが，「地域連携」の「連携」は，
「一緒に物事を行う」という意味であり，したがって，

cooperationよりも collaborationの訳語として考える方が
よいと考えられる。
　そして，「地域連携」はその連携の形態によって大き
く 3つに類型化される。というよりも，日本語の「地域
連携」という言葉が，もともと大きく 3種類の連携の状
態を表現するのに使われている。「地域連携」という言
葉を使っていて，何となくかみ合わないことがあるが，
それは人によって「地域連携」の概念が微妙に違うから
である。そこで，この 3種類を厳密に分類することに意
味はないが，混同すると混乱するので，ここで明らかに
しておく。
➀ 【地域内連携】地域を範囲と考え，その中で様々な連
携が行われるもので，連携主体の種類や数は問わない。

➁ 【地域間連携】　地域を主体と考え，主体としての地域
の間で連携が行われるもの。自治体間連携が多く，国
が地域連携という言葉を使い始めたときは，おもに，
この地域間連携を表現するものだった。

➂ 【地域との連携】　地域を主体と考え，地域以外の主体
と連携を行うもの。連携する主体の種類や数は問わな
い。

したがって大学の地域連携は，➀地域内連携と➂地域と
の連携の 2類型がありうる。たとえば「早稲田大学と宮
城県気仙沼市の地域連携」のように，その大学が所在す
る以外の地域との連携は➂となる。それに対して，早稲
田大学と東京都新宿区のように，大学が所在する地域内
で連携している場合の「地域連携」は，➀地域内連携，
➂地域との連携のどちらで解釈しても構わない。地域内
で連携しているという意識であれば➀であるし，地域と
連携しているという意識であれば➂になるというもので
ある。したがって，述べたように，3種類を分類するこ
とに意味はないが，混同すると混乱する可能性があると
いうことである。なお，地域連携学の履修学生へのアン図 3 実践型教育プログラム（地域連携実践コース）の修

了者数
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ケートによれば，例年，履修開始時点で，➀地域内連携
が 4割，➁地域間連携が 2割，➂地域との連携が 4割程
度と理解しているようである。

3.2. 地域連携学の教育プログラムの現状と 2つの方針
　研究を開始した 2018年時点において，早稲田大学に
地域連携学の授業は設置されていなかったが，その時点
で，他大学の「地域連携学」の授業は，下記の通り，大
きく 3つに分類することができた。
➀ 専門教員や実務家によるオムニバス型（金沢大学な
ど）で，教員や実務家がそれぞれの専門領域から重要
トピックについて講義するもの。

➁ 実習・フィールドワーク型（愛知学院大学など）で，
座学よりも現地でのフィールドワークの実践に力点が
置かれているもの。

➂ 医学部に設置される講座で主に地域医療システム，地
域包括ケアシステムに係わる内容のもの。 

いずれもそれぞれに重要な授業であるが，➀のオムニバ
ス型は学問的な整理よりもむしろ履修者に地域連携の多
様性と専門的な分析方法の説明に主眼が置かれていると
考えられる。また，➁の実習・フィールドワーク型も現
地フィールドワークのために必要な学びの授業が中心に
なると思われ，その意味で学問的整理はほとんど関連が
ない。➂の医学部型も実態としては医学とその周辺の学
問領域に限定されているため，一般名詞としての地域連
携学と分けて考える必要がある。
　このような当時の「地域連携学」の状況を踏まえて，
前記の研究会では，地域連携学とその教育プログラム構
築について 2つの方針を確認した。
　ひとつは，地域連携学，および，一連の教育プログラ
ムにおいて育成する人材像に関するものである。述べた
ように，早稲田大学では新たな学部学科を設立して地域
連携人材を育成するのではなく，既存の学部学科に入学・
所属する学生に対して教育プログラムを提供するもので
あり，したがって，多様な専門分野を持つ学生に対する
教育プログラムを構築するということである。そしてこ
のプログラム構築に示唆を与えたのが，「大学等の知と
人材を活用した持続可能な地方の創生に関する研究会報
告書」（内閣府経済社会総合研究所，2016）であった。
　ここでは，「地方創生を担い支える人材の育成」として，
2つの能力が求められるとしている。すなわち，➀地域
の観点にかかわる能力と，➁専門分野の観点に関わる能
力である。以下，求められる具体的な能力について，同
報告書を引用すると，
➀地域の観点にかかわる能力

• 地域社会や地域経済を巡る共通的な課題の理解
• 地域内の住民，自治体，NPO，企業や金融機関等といっ
た多様なステークホルダー，さらに地域外の多様なプ
レーヤーと連携できる能力・ネットワーク

• 地域の課題を，全国的，世界的な広い視野で捉える能
力

➁専門分野の観点に関わる能力
• 行政，教育，医療，福祉等公共サービスに必要な専門
能力

• 工業，商業，農林水産業，観光業，金融業，不動産業
等の産業に必要な専門能力

• 人間，社会，文化，歴史等を深く理解するために必要
な専門能力

とある。
　要するに，地域連携人材には，何か専門分野に係わる
知識・能力を持ちつつ，地域についての多様な知識・能
力も持っていてほしい，ということである。これは地域
連携の実践において非常に理にかなっており，最善の方
法であると考えられた。
　➀の地域連携教育と➁の専門教育の両方を学ぶことが
できるシステムを持つ地域連携系の学部学科において
は，これらをその学部学科内で完結できるが，そのよう
なシステムを持たない早稲田大学をはじめ多くの大学に
おいては，➁の専門分野の観点に関わる能力を学生がそ
れぞれ所属する学部学科で身につけ，➀の項目に関する
教育を全学共通科目の地域連携科目として学ぶ必要があ
ることになるということである。こうして，➀の地域連
携教育の部分を大学共通のプログラムとして構築するこ
とになり，同研究会においてもその方針が確認された。
　そして，もう一つの方針として，➀に示された内容を
中心として，履修者の所属学部を問わず「地域連携を実
践するにあたって知っておいた方がよいこと」を整理し
て，体系的に講義するということが確認されたのである。

3.3. 地域連携学と関連するプログラムの構築における課
題
　地域連携学と関連するプログラムを構築する段階に
は，多くの課題が存在した。本節ではこの点を 6点に整
理して示すこととしたい。
➀学際的アプローチの実現
　地域連携学は，地域社会の課題に対処するために，さ
まざまな学問分野の知見を融合させる必要がある。経済
学，社会学，環境科学，政治学，文化人類学など，異な
る視点から地域課題を捉えることで，包括的な解決策を
見出すことが求められている。しかし，異なる学問分野
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間でのコミュニケーションや協力は必ずしも容易ではな
い。各分野には独自の理論や方法論があり，専門用語や
研究アプローチも異なるため，共通の理解を得ることが
難しいことがある。
　例えば，経済学者が地域経済について論じる際に，成
長戦略や産業振興に焦点を当てるのに対し，社会学者は
地域社会の福祉や住民の生活の質を重視することがあり
得る。これらの視点は必ずしも対立するものではないが，
アプローチや価値観の違いから，学問分野間での合意
形成が難しくなる可能性がある。したがって，この問題
をどのように解消すべきか，ということが大きな課題と
なった。
➁実践と理論の統合
　地域連携の実践においては，地域社会における具体的
な課題に対する実践的な解決策を提供することが求めら
れるが，一般に，理論と実践の間にはギャップが存在し，
その統合が困難な場合が多い。したがって，地域連携学
は，理論的な枠組みを構築するだけでなく，現実の地域
社会とどのように対応させることができるか，という点
が課題となる。
　例えば，地域経済の発展を目指した政策提言が，地域
の文化や社会構造に適合しない場合，地域住民の理解や
協力を得ることが難しく，結果として政策が失敗に終わ
ることがある。このような事態を避けるためには，理論
と実践の間に双方向のフィードバックを導入し，理論的
な枠組みが現実の地域社会に適応できるようにする必要
があるが，これをどのように達成することができるのか
という点についての検討が必要になった。
➂ステークホルダー間の協力関係の構築
　地域連携は，住民，行政，企業，NPOなど地域社会
のさまざまなステークホルダーの協力を前提としている
が，それぞれの利害や立場が異なるため，協力関係の構
築が容易ではない場合がある。特に，公的セクター，私
的セクター，共的セクターという経済セクターにおいて，
それぞれに行動原理が異なるため，まずはこの点の理解
が必要となる。
➃地域ごとの差異と対応
　当然のことであるが，地域ごとの状況とその抱える課
題は異なり，一律の対応策や解決策が通用するものでは
ない。例えば，人口減少が進む地方と，過密化が問題と
なっている都市部では，求められるアプローチが全く異
なる。このため，この地域ごとの差異の現状やその原因，
また，対策についての検討が必要になった。
➄人材育成としての地域連携学
　述べたように，地域連携を推進するためには，多様な

スキルや知識を持った人材が必要である。特に，地域社
会に根ざした課題解決能力や，異なるステークホルダー
間での調整能力を持つ人材が求められている。しかし，
こうした人材の育成には時間と資源が必要であり，持続
的な教育プログラムの提供が不可欠である。
　したがって，大学には，地域連携学を学ぶ学生が，地
域社会と連携するワークショップやインターンシップな
どを通じて，学生が現場での地域連携を実践する機会を
提供するか，これらの実践と地域連携学の関係をどのよ
うに位置づけるかが課題となった。
➅成果の評価とフィードバック
　学生の地域連携の成果を評価し，その結果を次の取り
組みに反映させる仕組みが必要となる。しかし，地域連
携の成果を評価する指標は多岐にわたり，しかも，地域
住民の生活の質やコミュニティの結束力といった要素
は，数値化が難しく，主観的な評価に依存することが多
いため，定量的な測定が難しい場合が多い。
　以上，地域連携学の構築の課題として 6点をあげた。
学際的アプローチの実現，理論と実践の統合，ステーク
ホルダー間の協力関係の構築，地域特有の課題への柔軟
な対応，人材育成，そして成果の評価とフィードバック
といった要素を組み合わせることで，地域連携学の構築
を目指すことなり，地域連携学にどのようなテーマを入
れ込むかを検討していくことになったのである。

3. 4. 多分野融合型アプローチの必要性
　以上を踏まえて，さらに，研究会での議論の結果，地
域連携学を，「地域と地域連携の性質・実態・機能を，
諸学問の成果をもとに明らかにする学問体系」と定義し
た。この定義から明らかなように，地域連携学は，単一
の学問分野に依拠するのではなく，複数の学問分野の知
見を融合させることによって，地域と地域連携の複雑な
現象を解明し，実践的な解決策を提供することを目指し
ている。このため，多分野融合型アプローチの必要性が
極めて重要であり，地域連携学の核心を成す要素である
といえる。
　まず，地域連携学が対象とする「地域」と「地域連携」
という概念は，多層的かつ多面的な性質を持っている。
少し触れたが，地域とは，単に地理的な範囲・領域を指
すだけでなく，そこに住む人々の社会的・文化的なネッ
トワーク，経済活動，歴史的背景などが絡み合う複合体
を含む主体を表現することがある。このため，地域を理
解し，そこでの連携を効果的に進めるためには，社会学，
経済学，文化人類学，歴史学，地理学など，さまざまな
学問分野の視点をもっていた方がよいだろう。
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　例えば，地域経済の発展を考える際には，経済学から
地域内の産業構造や労働市場の動向を分析し，経済活動
の活性化に向けた政策提言を行うための枠組みを提供す
る。また，地域住民の生活の質を向上させるためには，
社会学や文化人類学の知見も重要である。これらの分野
は，地域コミュニティの構造や文化的背景を理解するた
めの手がかりを与え，地域住民が持つ価値観やライフス
タイルに基づいた解決策を導き出すことを可能にする。
　さらに，地域連携の性質や実態を解明するためには，
政治学や行政学の視点も不可欠である。地域連携は，地
域内外のさまざまな主体が協力して行うものであり，そ
こには政治的な意思決定や行政的な調整が関わる。政治
学は，地域連携における権力関係や利害対立を分析し，
合意形成のプロセスを明らかにするための理論的枠組み
を提供する。一方で，行政学は，地域連携を進める上で
の制度設計や政策実施の手法について実践的な知識を提
供する。
　地域連携学のもう一つの重要な要素である「連携」に
ついても，同様に多分野融合型アプローチが必要とされ
る。上記のように，地域連携は➀地域内，➁地域間，➂
地域と他の主体，のいずれかの形態で実践されるもの
であるが，これらの連携を効果的に進めるためには，異
なる学問分野の知見を総合的に活用することが求められ
る。
　➀の「地域内連携」においては，地域社会の内部での
協力関係を強化するために，コミュニティ開発や社会福
祉の視点が重要である。特に，医療や福祉の分野で「地
域連携」と言えば，それは「地域包括ケアシステム」の
ことを指すのであり，これは必ず➀の地域内連携となる。
また，地域住民が協力して地域課題に取り組む際には，
コミュニティの結束力や信頼関係が鍵となるため，社会
学や心理学の知見を活用することで，住民間の相互理解
を深め，連携の基盤を築くことができる。さらに，地域
内での経済活動の促進や産業振興においては，経済学や
経営学の視点が必要であり，地域資源を活用した新たな
ビジネスモデルの開発や，地元企業との連携を強化する
ための戦略が求められる。
　➁の「地域間連携」については，異なる地域同士，多
くの場合，地方自治体が協力して共通の目標に取り組む
ものである。したがって，行政学や地方自治論の視点が
必要になるが，地域の規模が国レベルまで大きくなれば，
地理学や国際関係学の視点が必要となる。異なる地域間
での連携を進める際には，地理的な条件や歴史的な背景，
文化的な違いを考慮した上で，連携の枠組みを構築する
ことが求められるからであり，国際関係学の知見を活用

することで，地域間の連携がもたらす相互利益を最大化
し，持続可能な協力関係を築くための方策を検討するこ
とができる。
　さらに，➂の「地域と他の主体との連携」においては，
行政，企業，NPO，大学など，さまざまな主体が関与す
るため，これらの主体間の協力関係を調整するための視
点が必要である。行政学や経営学の知見を活用すること
で，異なる主体間での利害調整や意思決定プロセスを円
滑に進めるためのフレームワークを提供することができ
る。また，法学の視点も重要であり，連携に関わる法的
な枠組みや契約の問題を整理することで，各主体が安心
して連携に参加できる環境を整えることが求められる。
　このように，地域連携学は多分野融合型アプローチを
前提とした学問領域であり，その実践には異なる学問分
野の知見を総合的に活用することが不可欠である。地域
社会が直面する課題は，単一の学問分野では解決しきれ
ない複雑な問題であり，多角的な視点からアプローチす
ることが求められる。多分野融合型アプローチにより，
地域連携学は地域社会に対する包括的な理解を提供し，
持続可能な発展を実現するための道筋を示すことができ
るのである。
　このような多分野融合型アプローチを実現するために
は，学際的な研究環境の整備が重要である。具体的には，
異なる学問分野の研究者が協力して研究を進めるための
プラットフォームを構築し，共通の目標に向けて協力で
きる環境を整えることが求められる。具体的な方法とし
ては，図 4のようなマトリックスで，取り扱うテーマを
明確化して，さらにそれらをどのように整理していくか
という検討をすることとなった。
　ここでは縦軸に，たとえば，コミュニティ，地域活性
化，地域医療など，地域連携に係わる大小の様々なテー
マ，分野，トピックを設定する。そして，横軸には，研
究会のメンバーや連携する研究者の専門分野である地域
経済学，ゲーム理論，教育学，まちづくり，さらに，自
然科学，人文科学を含めた幅広い学問領域をおいて，そ

図 4 学問分野と地域に関するテーマのマトリックス
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れぞれのマトリックスで考えて，連携の種類，連携主体
の性質，課題の制度的・社会的要因とその歴史的経過な
どについて分析するというものである。そして，議論を
すすめる中で，縦軸としての必要なテーマを増やしてい
き，さらに他分野の研究者から協力を得ることによって，
地域連携学に必要な要素を明らかにしながら，整理する
という作業がすすめられることになった。
　このように，地域連携学は学問としての新たな方法論
を確立するのではなく，多分野融合型アプローチを基盤
として，異なる学問分野の知見・成果を総合的に活用す
ることとなり，「地域と地域連携の性質・実態・機能を，
諸学問の成果をもとに明らかにする学問体系」と定義す
るに至った。そして，これによって地域社会が直面する
複雑な課題に対する包括的な理解と解決策を提供するこ
とを目指すこととなった。
　そしてこれは，現実の地域連携や地域の課題解決とそ
のアプローチと密接な関係にあり，理論と実践が結びつ
いている必要がある。その意味で，大学と地域社会，企業，
行政，NPOなどの多様なステークホルダーが協力し，地
域が抱える社会的，経済的，文化的課題を解決するため
に，学際的なアプローチを通じて取り組む学問というこ
とになる。そのために実践において，地域固有の文化や
歴史，社会的背景など，地域ごとの特性の理解も含まれ
ることになったのである。

3.5. 初年度のプログラムについて
　図 5は 2019 年度の最終的な授業のタイトルと主な内
容で，概ね地域連携学 1は総論的，地域連携学 2は各論
的な構成になっている。 

　地域連携学 1 では，まず地域や地域連携の語の定義を
し，人口や高齢化の推移，現状，展望を示した上で，な
ぜそのようになっているのかについて国土政策を中心に
説明した。ここでは「第 1 次全国総合開発計画」（一全総）
から「21 世紀の国土のグランドデザイン」（五全総）の
流れと「まち・ひと・しごと創生」を概観した。その後
の各回においても，「地域連携を実践するにあたって知っ
ておいた方がよいこと」を重要度に応じて優先順位をつ
け，それを体系的に講義している。 

　述べたように，それぞれのトピックについて，様々な
学問の成果を整理して説明，紹介する形で展開されたが，
これは，研究面での作業と同時進行で進められ，しかも
開講初年度の講義であったため，内容や説明に過不足が
あることが想定された。そのため，授業では毎回，リア
クションペーパーを実施し，講義に関連した内容のほか，
質問やコメントを広く受けた。そしてこれを数回続けた

ところで，授業を 3つの点で変更することとした。 

　第 1 は，履修者の質問やコメントのうち，主なもの，
また，重要な点について次回の授業の冒頭でコメントす
るようにしたことである。特に，不足していた内容につ
いてはスライドを用意して説明したので，毎回 10 から
20 分程度をこのために費やすこととなったが，翌年度の
修正に役立てることができるため，非常に重要な取り組
みとなった。 

　第 2 は，授業にディスカッションと希望者によるプレ
ゼンテーションを取り入れたことである。これは，比較
的多くの履修者が地域連携の経験者であり，この機会を
活かしてお互いの活動や考え方について話を聞きたいと
いう声が大きかったことによっている。その結果，ほぼ
毎回，記入したリアクションペーパーをもとに，2，3 名
でディスカッションをして，全体共有するという流れで
20 分程度を費やすことになった。 

　また，地域連携学 2 の第 7 回には「地域連携の実践を
発表」として，履修者が地域連携の活動経験をプレゼン
テーションした。これは志望理由で選考された 8 名の発
表者が，活動内容，成果，地域連携としての意味につい
て各 6 分で発表するものである。全員がしっかり作り込
んだために，非常にレベルの高いプレゼンテーションと
なった。また，履修者はこれについてもディスカッショ
ンを実施している。 

　第 3 は地域連携のキャリアに関するゲスト講義の導入
である。地域連携を仕事とするためには，どのような職
業とルートがあるのか，そのために学生時代の課外活動
や就職活動はどうしたらよいのか，という質問が多かっ
たため，卒業生である実践者に講義を依頼して実現した。 

図 5 2019年度の地域連携学の授業タイトル
 

図 5 2019 年度の地域連携学の授業タイトル 
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　このうち第 2 と第 3 のディスカッション，プレゼンテー
ション，キャリアに関するゲスト講義の導入は，本来の
授業設置の目的に合致していないともいえる。たしかに，
講義内容の消化という意味でディスカッションは非常に
有効であり，プレゼンテーションやキャリアに関するゲ
スト講義は履修者のニーズに合ったものである。しかし，
この授業は前記の通り，知識の不足を補うために「徹底
的に座学を行う」ことを予定しており，これらの導入に
よって座学の時間が減ってしまうことは，この目的に反
するからである。しかも，座学を想定して定員を 100 名
としたので，ディスカッションを導入するにはやや人数
が多すぎる状態にあった。しかし，開講 1 年目というこ
ともあり，実験的に履修者の声を取り入れる形で実施に
踏み切ったものである。

4．大学の貢献の役割と地域連携プログラ
ムとしての課外活動

4.1. 大学の社会的責任と地域貢献
　大学は，知識と人材を地域社会に提供し，その発展に
貢献する社会的責任を担っている。特に，少子高齢化と
過疎化が進むわが国において，地域が抱える課題に対し
て大学が果たすべき役割は，これまで以上に重要なもの
となっているが，地域の経済的，社会的課題は複雑化し
ており，地域単独では解決が難しい問題が多いため，大
学の知識と研究成果を活用し，地域社会と連携すること
が求められる。具体的には 4点にまとめることができる。
➀地域課題の解決に向けた具体的な提言やサポート
　大学は，地域の多様なニーズに対して，経済学や社会
学，環境学，文化人類学といった複数の学問分野を統合
した形で知識を提供し，課題解決に向けた新しい視点や
アプローチを提示できる存在である。大学は地域の課題
に対して学問的知識を超えた実践的な解決策を提供する
ことが求められている。
➁地域社会への人材育成の支援
学生が大学で培った知識を活用し，地域での実践活動を
通じて社会的課題に取り組むことで，地域社会に新しい
エネルギーと革新をもたらすことができる。特に，地
域連携学を通じて学生が地域社会に参加し，現地での
フィールドワークや実践型授業を経験することで，彼ら
が地域課題に対する関心を持ち，地域社会の発展に貢献
するためのスキルを習得する。このような人材育成は，
地域にとっても大学にとっても大きなメリットをもたら
すものであり，地域の未来を担う人材を輩出するという
点で，大学の社会的責任を果たしているといえる。

➂新たな価値の創造
　大学と地域社会の連携は，単に知識や技術を提供する
だけではなく，地域住民との協働を通じて新たな価値を
生み出すプロセスでもある。大学が地域住民や行政機関，
企業などの多様なステークホルダーと連携し，共に課題
に取り組むことで，地域社会全体のエンゲージメントを
高め，持続可能な発展を支えることができる。特に，大
学が地域の一員として長期的な協働を行うことで，地域
社会との信頼関係が深まり，地域課題の解決に向けた取
り組みが一層強化される。
➃大学の発展
　大学の地域貢献は，大学自体の発展にも寄与する。地
域との協働は，大学にとって新たな研究テーマを見出す
機会を提供し，社会的に意義のある教育プログラムの開
発にもつながる。地域課題に対する大学の取り組みは，
単に知識を蓄積するだけでなく，その知識を社会に還元
し，地域の発展に寄与するという責任を果たすものであ
る。このように，大学は地域社会に対して大きな貢献を
果たすと同時に，その貢献が大学自体の成長にもつなが
るという相互作用が生まれるのである。
　以上を踏まえて，大学の地域貢献の実態をリベルタ
ス・コンサルティング，2018（図 6）から確認する。こ
れは，調査票を全国の大学・短期大学 1,116件に郵送送
付し，927件（83.0パーセント）から回答を得ている大
規模な調査である。これによると，大学が実際に取り組
んでいる項目として，多い方から「公開講座を実施する
こと」（97.1パーセント），「教員を外部での講座講師や
助言者，各種委員として派遣すること」（91.8パーセント），
「社会人入学者を受け入れること」（87.5パーセント）に
続いて，「学生の地域貢献活動を推進すること」（85.3パー
セント）となっている。これにより，学生の地域貢献活
動は非常に多くの大学で実施されており，しかも，これ
が大学の地域貢献の実践であるということを意識してい
るということがわかる。
　他方，学生の地域貢献活動の目的については（n=558），

図 6 大学の地域貢献の内容
出典：リベルタス・コンサルティング（2018）による。
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多い方から「地域の多様な人々との交流を通じた学生の
コミュニケーション能力を育成するため（88.4パーセン
ト），「学生の課題発見能力，問題解決能力を高めるため
（84.6パーセント），「大学の社会貢献活動の一環として」
（82.1パーセント）となっている。この点は非常に重要で，
学生の地域貢献活動によって，学生が「コミュニケーショ
ン能力を育成」し，「課題発見能力，問題解決能力を高
める」ことができる，すなわち，学生が地域連携，地域
貢献によって学生が成長できるということを，大学が認
識しているということである。つまり，学生が地域連携，
地域貢献活動を実践することは，大学にとって，地域貢
献の役割を果たすだけでなく，同時に，学生に対する教
育の効果があるのであるから，これは大学として大いに
推進すべきものであるということが確認できるのであ
る。

4.2. 地域からの大学に対する要望
　地域社会が大学に対して抱く要望は，多岐にわたる。
特に，地方における少子高齢化や人口減少が深刻化する
中，地域経済の活性化や持続可能な社会の構築に向けて，
大学の知識と人材が重要な役割を果たすことが期待され
ている。大学は，地域課題に対する具体的な解決策を提
供できる知識の集積地であり，また地域に新しいエネル
ギーをもたらす人材育成の場でもある。このため，地域
住民や自治体，企業などは，大学に対して様々な形での
協力を求めている。
　まず，地域からの大学に対する主な要望として，地域
経済の再生と活性化が挙げられる。特に，過疎化や産業
の衰退が進む地域では，大学が地域資源を活用した新し
い産業の創出や，観光振興，地域ブランドの確立など，
地域経済の再構築に向けた具体的な提案を行うことが期
待されている。大学の研究成果や技術が地域に還元され
ることで，地域産業が活性化し，若者の定住や地域外か
らの移住者の誘致につながる可能性がある。また，大学
が地域と協力して起業支援やスタートアップの促進に取
り組むことで，地域経済の多様化が図られることも期待
されている。
　次に，地域の要望として，地域社会に貢献する人材の
育成が求められている。地方の多くの地域では，若者の
流出が続いており，地域の未来を担う人材の不足が深刻
な課題となっている。大学が地域連携を通じて，地域社
会に貢献できる人材を育成することが期待されている。
具体的には，学生が地域の現場で実践的な学びを得る機
会を提供し，その中で地域課題に取り組む能力を養うプ
ログラムの実施が求められている。地域から見れば，大

学の教育プログラムを通じて育成された学生が将来的に
地域に定住し，地域社会の発展に貢献してくれることが
大きな期待となっている。
　また，地域の住民や自治体は，大学が地域に対して
「知の還元」を行うことを望んでいる。大学は，地域の
課題に関する調査や研究を通じて得た知識やデータを地
域社会に還元し，その結果をもとに具体的な政策提言や
支援を行うことが求められている。特に，地域の環境問
題や防災対策に関する研究成果は，自治体の政策立案や
住民の防災意識向上に直接役立つものである。地域住民
にとって，大学の知見は現実的な問題解決に資する重要
な資源であり，その情報が地域に還元されることで，地
域社会全体のレジリエンスが高まることが期待されてい
る。
　さらに，地域からは大学に対して，地域文化の保護や
伝統の継承に向けた支援も要望されている。特に，伝統
文化が失われつつある地域では，大学の専門的知識や研
究を活用して，地域文化の保護・振興に寄与すること
が期待される。大学が地域文化の価値を再発見し，それ
を活用した観光資源化や教育プログラムの提供に貢献す
ることで，地域の誇りやアイデンティティの再構築が可
能となる。また，大学との連携により，地域住民が文化
的な活動に参加する機会を増やすこともでき，コミュニ
ティの強化に寄与することが期待されている。
　このように，地域からの大学に対する要望は，経済的，
社会的，文化的な側面にわたり多岐にわたる。大学は，
地域課題に対する学術的な支援を行うとともに，地域社
会における持続可能な発展を支えるための重要なパート
ナーとしての役割を期待されている。

4.3. 早稲田大学における地域連携プログラムの事例
4.3.1. 地域連携ワークショップの概要と目的
　ここで，大学の公式な課外活動である「地域連携ワー
クショップ」を事例として，大学の貢献の役割と大学に
対する地域の要望を見ることとする。
　早稲田大学の地域連携ワークショップは，地域が直面
する具体的な課題に対し，学生が自治体や地域住民と協
力して解決策を提案することを目的とした，実践的なプ
ロジェクト型学習（Project-Based Learning: PBL）プログ
ラムである。大学の公式な課外活動として，春休みと夏
休みに各 4カ所程度で実施されるが，事前に大学職員が
連携する市町村と日程や内容，テーマ等を調整した上で，
各地域およそ 10名程度の学生を募集し，市町村と連携
してそれぞれ約 2ヶ月間の期間で行われる。
　このワークショップでは，学生が地域課題に対して現
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場での体験を通して学ぶ場が提供され，地域側は学生た
ちの斬新な視点や発想を取り入れる機会を得られる点が
大きな特徴であり，こうした相互に利益をもたらす相互
作用的なプログラムは，大学と地域の双方に意義があり，
大学教育の中でも特に地域貢献を重視した取り組みと
なっている。
　地域連携ワークショップの一連の流れは，まず「オリ
エンテーション」に始まる。ここでは，参加する学生と
自治体の担当者，大学の職員が顔合わせを行い（自治体
担当者のみオンラインの場合もある），各自の自己紹介
や自治体の課題背景の説明がなされる。この場で，自治
体からは課題解決の方向性や目指すべき目標が示され，
学生は課題の現実性や地域にとっての重要性を理解する
機会を得る。自治体が求める結果と学生が学ぶ目標を明
確にすることで，具体的な目標設定が行われ，全体の進
行がスムーズに行われるようにする。学生はこの時点で，
自分たちの提案が地域にとって価値あるものであること
を理解し，現実的な問題意識と解決のビジョンを持って
ワークショップに臨むことができる。
　次の「事前調査」のフェーズでは，自治体から提供さ
れた資料や，公開情報を基に，地域の現状や課題を多角
的に調査する。この期間は，学生が問題の背景を理解し，
提案の土台となる仮説を構築するための重要なプロセス
である。学生は，課題に関する理論的な考察や文献調査
を行い，自治体が抱える課題に関する基礎的な知識を蓄
えた上で，どのように提案を具体化するかを検討する。
この事前調査期間は，学生にとって地域社会に対する責
任感を養い，現実の問題解決に必要なプロセスを学ぶ場
でもある。学生はこの段階で，課題解決のための方向性
や枠組みを見出し，ワークショップでの活動に対する意
識と準備を深めていく。
　次に，現地で行う「フィールドワーク」は，地域連携ワー
クショップにおける中核的な活動の一つである。学生た
ちは，現地を訪問して地域住民と対話を行い，現実の課
題に向き合うことで，データや理論では理解しきれない
地域の実情に触れることができる。例えば，若者の定住
を支援する施策を検討する場合には，若者が感じる住み
やすさや地域社会の受け入れ体制など，住民と自治体が
抱える実際の問題を理解することが求められる。これに
より，提案の根拠がより現実的かつ具体的なものとなり，
提案内容に厚みが加わる。また，自治体の首長や担当者
との懇談を通じ，行政側が考える課題の現状や実行の難
しさについての理解が深まる。これにより，学生は提案
の実現性をより正確に評価し，具体的で地域のニーズに
合った解決策を探ることが可能となる。

　このように，地域連携ワークショップの全体的な目的
は，学生が理論に基づく知識を実践で補完し，現場での
体験を通じて課題解決に対する実践力を身につけること
である。また，学生たちは地域の課題に触れることで，
社会的責任感を育み，大学での学びが社会貢献にどのよ
うに役立つかを体感することができる。地域住民や自治
体にとっても，学生の新しい視点や意見は重要な刺激と
なり，地域の新たな課題解決の糸口を見つける契機とな
る。学生がフィールドワークを通じて培った人間関係や
現場での経験は，学生の成長や社会的意識の向上に大き
く寄与し，今後の生活やキャリアにおいても役立つ社会
意識を醸成する貴重な機会となっている。

4.3.2. ワークショップの進行プロセスと参加者の成長
　地域連携ワークショップは，オリエンテーションから
始まり，事前調査，フィールドワーク，自治体首長との
懇談，追加ヒアリング，中間報告会，最終報告会，そし
てふりかえりの段階を経て実施される。この一連のプロ
セスを通じて，学生は地域に密着した課題解決の過程を
経験し，自らの考えを深めることで実践的な学びを積む
ことができるよう構成されている。各段階において，学
生は提案内容の具体化や修正を行い，最終的な提案が実
現可能なものであるように改善を重ねる。
　特に現地での「フィールドワーク」は，地域連携ワー
クショップの中で学生にとって最も刺激的な体験であ
り，地域住民の生の声に触れることで問題の深層に迫る
重要な機会となる。学生は，地域住民へのヒアリングを
通じて，単なる数値やデータでは理解できない，地域住
民の実情や思い，そして地域における課題の実態を理解
することができる。例えば，高齢化や過疎化といった問
題に対し，どのような生活上の課題が生じているか，現
地での実体験を通じて具体的な問題を把握することがで
きる。また，住民との対話を通じて，住民の価値観や地
域文化の理解が深まり，これを考慮した現実的な解決策
を模索することが可能になる。
　また，ワークショップの「中間報告会」や「最終報告
会」では，自治体関係者や大学の教職員からのフィード
バックが得られる。これらのフィードバックは学生の提
案をさらに深め，実現可能性のある内容にするための貴
重な機会である。例えば，地域住民の生活にどのように
影響を及ぼすか，実際に地域の現場でどのように役立つ
か，そして予算やリソースの制約を考慮した現実的な実
行可能性が求められる。こうしたフィードバックにより，
学生たちは自らの提案を見直し，より具体的で地域に役
立つ提案に改良を加えることができる。学生は，自分た
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ちのアイデアが他者にどう評価されるか，受け入れられ
るかを直接体験し，自身の意見や考えを客観的に振り返
ることを学ぶ。
　さらに，ワークショップ終了後に行われる「ふりかえ
り」の場では，学生たちは自身の学びや成長を総括し，
チームメンバーと共有する。このふりかえりの場におい
て，学生は自身の成長を確認し，自己評価を行い，次な
る学びへのモチベーションを高めることができる。また，
他者からのフィードバックやチームメンバーからの意見
を通じ，より多角的な視点での考え方が身につく。この
自己評価を通じ，特に「多角的に物事を考える力」や「批
判的思考能力」の向上が顕著に見られ，ワークショップ
の実践的な学びが学生の将来の社会生活においても生か
される重要なスキルとなっている。

4.3.3. 成果と課題，将来展望
　地域連携ワークショップを通じ，早稲田大学は地域社
会における課題解決に貢献すると同時に，学生にとって
実践的な学びの場を提供している。学生は，自治体職員
や地域住民と直接意見交換を行い，実際に地域が直面す
る現実的な課題に対し，実現可能で創造的な解決策を提
案する。このプロセスを経験することにより，学生は課
題解決の実践的なスキルを養い，地域に対しても新たな
視点やアイデアを提供し，地域住民にとっても有意義な
発見の機会となっている。
　一方で，地域連携ワークショップにはいくつかの課題
も存在する。特に，学生が提案したアイデアが地域での
施策として実行に移されるケースは限られている点であ
る。多くの提案は創造的で現実的であるものを目指し
ているが，そのレベルに到達していない場合があり，十
分に魅力的な提案であったとしても，自治体の予算やリ
ソース，法的制約によって実現が難しい場合がある。ま
た，ワークショップの期間が限られているため，短期間
での取り組みが求められることから，学生の提案が実行
性に欠ける場合がある。
　したがって今後，地域連携ワークショップの成果を維
持し，継続性を高めるための仕組み作りが期待される。
例えば，過去のワークショップでの提案内容や成果を
データベース化し，後続の参加者や地域住民が活用でき
るようにすることで，継続的な知見の蓄積が可能となる。
また，提案内容の実施支援や，定期的な自治体との連携
強化により，地域との協働が持続可能なものとなるだろ
う。こうした取り組みにより，地域社会と大学の連携が
強化され，地域の課題解決に向けた取り組みが更に深化
させることができる。

　さらに，他大学との連携についても今後の課題となる。
現在は，たまたま現地で一緒になったときに，活動，議
論する程度であるが，大学間での連携が進むことで，地
域貢献の枠組みが拡大し，地域課題の解決に向けた更な
る発展が図られるだろう。また，地域連携ワークショッ
プを国際化し，異なる文化や社会的背景を持つ学生が協
力することで，国内外の多様な視点を持った人材の育成
にも寄与する可能性がある。このように，地域連携ワー
クショップは，地域社会との協働を超えてグローバルな
視点を持つリーダーシップを育成するための重要な場と
して発展し続ける可能性を秘めている。

4.4.プログラムの全学への解放と副専攻「地域連携・地
域貢献」
　述べたように，地域連携学，地域連携演習の一連の地
域連携科目と，実践型教育プログラム（地域連携実践コー
ス）の新設は，もともと新思考入試（地域連携型）の入
学者を想定して構築されたものであった。
　同入試の年度ごとの入学者数は表 1の通りであるが，
初年度に入学者が少なかったことを踏まえて，1次，2

次選考では若干人数を増やしているにもかかわらず，結
局，3次選考の大学共通テストで半分以下になっており，
同入試の入学者数は年によって多少のばらつきはあるも
のの，それほど伸びていない。
　そしてそこには，地域連携への興味がそれほど大きく
ない入学者も含まれており，その結果，地域連携学の履
修者，基礎演習を除く地域連携演習の履修者，および，
実践型教育プログラムの修了者は限定的であった。
　他方で，実践型教育プログラム（地域連携実践コース）
を新設したこともあり，これを周知することで地域連携・
地域貢献に興味のある学生が顕在化する。そこで，地域
連携学だけでなく，地域連携演習科目もオープン科目と
して，全学部の学生に開放することになった。これによっ
て，地域連携・地域貢献に興味をもつ学生は，地域連携
学で学問的整理を行い，地域連携演習や大学公式の課外
活動でこれを実践，応用するという往還が成立し，さら
に，大学から実践型教育プログラムの修了認定も受けら

表 1 新思考入試（地域連携型）の志願者と合格者
志願者 合格者 入学者 合格率

2018 323 10 8 3.1%
2019 259 25 21 9.7%
2020 228 16 15 7.0%
2021 309 16 13 5.2%
2022 273 10 8 3.7%
2023 242 16 14 6.6%
2024 194 12 9 6.2%
計 1,828 105 88 5.7%
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れることとなったのである。
　さらに早稲田大学では，地域連携・地域貢献に興味を
持つ学生の増加・顕在化の機運を見て，実践型教育プロ
グラム（地域連携実践コース）を発展的に解消し，2024

年度から副専攻「地域連携・地域貢献」を設置した。こ
れは早稲田大学では 24番目の副専攻の設置となる。
　以下は，副専攻「地域連携・地域貢献」の設置説明会
において，説明者である筆者が参加学生に対して明らか
にした「新設に向けた思いと期待」である。やや長文に
なるが引用する。
　「この副専攻では，学生が学内での学びだけでなく，
地域社会に目を向け，その中で生じている様々な課題に
対して，専門知識や議論などを通じてどのように貢献で
きるかを考え，行動に移すことを見据えている。この副
専攻を通じて，学生が地域社会と直接関わりながら，地
域の課題を発見し，取り組み，解決に貢献できる人材と
して成長していくことを期待する。単に，副専攻を新た
に設置したということにとどまらず，新たな協働のモデ
ルとして，学生・大学・地域社会が一体となって新たな
価値を創造し，社会全体の発展に寄与することを期待す
る」とした。ここで明らかにしているように，第 2章第
2節の述べた「地域連携人材には，何か専門分野に係わ
る知識・能力を持ちつつ，地域についての多様な知識・
能力も持っていてほしい」という方針を位置づけた形に
なっている。
　この副専攻「地域連携・地域貢献」は，人間的力量領域，
コア領域，関連領域，実践領域の 4領域から規定の単位
を取得することで認定されるが，上記の「地域連携ワー
クショップ」を実践領域の対象とした。述べたように地
域連携ワークショップは正規の授業ではなく，大学の公
式課外活動であるが，これを副専攻の選択肢として加え
たことが大きな特徴である。さらに，2024年度からは，
同じく大学公式の課外活動として「地域連携スタディツ
アー」も開始して，これも副専攻の実践領域の対象とし
た。このように早稲田大学では，副専攻「地域連携・地
域貢献」の設置によって，ますます大学として地域連携・
地域貢献をすすめていく姿勢を明らかにしている。

5. まとめにかえて
　本稿では，「地域連携学とその教育プログラムの構築」
をテーマに，その背景から経過等を中心に論じた。これ
は，早稲田大学で 2018年度から開始した「新思考入試（地
域連携型）」（現・地域探究・貢献入試）において，地域
課題に関心を持つ学生を既存の学部学科に迎え入れてた
ことに始まり，同入学者は，東京で高度な専門教育を受

けながら，地域連携の知識やスキルを学ぶものであった。
したがって，地域連携学の構築は，学生が地域と地域連
携について学び，地域社会と連携する仕組みを理解しな
がら，地域連携人材として成長することを期待する文脈
で行われてきた。
　新思考入試により入学した学生を支援するため，地域
連携学や地域連携演習の諸科目が開講され，実践型教育
プログラム（地域連携実践コース）が新設された。さら
に，2024年には副専攻「地域連携・地域貢献」が新設さ
れ，地域連携に必要な理論的知識と実践的スキルを体系
的に学べる仕組みが整備されている。これにより，学生
は地域課題に取り組む具体的な方法を学びつつ，所属学
部での専門教育と地域連携の学びを結びつけることが可
能となった。
　人口減少や高齢化，経済停滞といった課題をもつ地域
において，これらの課題は，もはや地域住民だけでは解
決が困難であり，大学や行政，企業，NPOといった多様
な主体が連携することで，持続可能な解決策を見出すこ
とが求められていることがその背景にある。そして，地
域連携を学ぶ大学生や卒業後に地域で活躍する人材がこ
の連携に加わって能力を発揮してもらいたいと考え，設
置されたプログラムであるといえる。
　副専攻「地域連携・地域貢献」では，地域連携学の座
学に加え，学生が地域住民と協力する実践の場として地
域連携ワークショップが提供されている。このプログラ
ムでは，学生が事前調査，フィールドワーク，中間報告会，
最終報告会といったプロセスを通じて，地域の課題解決
に直接関与する機会を得る。そして，学生が地域住民と
共に課題解決に取り組む中で，現場での対応力やコミュ
ニケーション能力を養うことができる。
　このような取り組みは，大学の教育プログラムが地域
の未来に具体的に寄与する例となる。特にフィールド
ワークでは，地域住民との対話を通じて現場の実情を深
く理解し，それを基に提案を具体化するこのようなプロ
セスは，学生にとって理論を実践に結びつける場である
と同時に，地域社会にとっても新たな視点やアイデアを
得る貴重な機会となるだろう。
　しかしながら，これらの取り組みをさらに発展させる
ためには，いくつかの課題を解決する必要がある。まず，
地域社会との連携の持続性を確保するためには，大学が
地域連携・地域貢献についての指針を内外に示した上で，
地域と長期的なビジョンを共有する仕組みが必要であ
る。また，学生が現場で得た経験を学問的に整理し，そ
れを教育や地域社会に還元する仕組みを強化することが
求められる。さらに，大学が地域貢献を果たす機能を明
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確にし，それを実現するための体制を整備する必要があ
るだろう。
　本稿で示した早稲田大学の取り組みは，大学が地域社
会に貢献し，地域住民と協働するための一つのモデルで
ある。大学は，地域社会の多様な課題に対し，学術的知
見を活用した具体的な解決策を提供するだけでなく，地
域と共に学び，共に成長するパートナーでなければなら
ない。そのためにも，本稿の波及効果によって，地域連
携学とその教育プログラムがさらに精緻化され，地域と
大学の両方に貢献するものになるような取り組みの実践
が期待される。

　本稿は，本研究は JSPS科研費 JP20K02977「地域連携

学の構築とその教育プログラムの開発に関する研究」（基
盤研究 (C)（一般））の成果の一部である。
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